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・市町村は、子ども・子育て家庭等を対象とする事業として、市町村子ども・子育て支援事業計画に従って、以下の事
業を実施する。（子ども・子育て支援法第５９条）
・国又都道府県は同法に基づき、事業を実施するために必要な費用に充てるため、交付金を交付することができる。

【対象事業】
①利用者支援事業
②地域子育て支援拠点事業
③妊婦健康診査
④乳児家庭全戸訪問事業
⑤養育支援訪問事業、子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業（その他要保護児童等の支援に資する事業）
⑥子育て短期支援事業
⑦ファミリー・サポート・センター事業（子育て援助活動支援事業）
⑧一時預かり事業
⑨延長保育事業
⑩病児保育事業
⑪放課後児童クラブ（放課後児童健全育成事業）
⑫実費徴収に係る補足給付を行う事業
⑬多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業

事業名 主な取りまとめ事項（詳細は別紙参照）

利用者支援事業 新規事業となるため、事業内容を検討。①基本型、②特定型を創設。

一時預かり事業
事業の普及を図るため、事業類型等を見直し、①一般型（基幹型加算）、②余裕活用型、③幼稚園型、 ④訪問型
に再編。

放課後児童クラブ
事業の実施にあたっての設備運営に関する基準の方向性を了承。
※社会保障審議会児童部会「放課後児童クラブの基準に関する専門委員会」にて検討し、子ども・子育て会議に報
告された。

【子ども・子育て会議等での主な取りまとめ事項】
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①利用者支援事業【新規】
子ども又はその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の情報提供及び必要に応じ相談・助言
等を行うとともに、関係機関との連絡調整等を実施する事業（参考：資料５－２）

②地域子育て支援拠点事業
乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報の提供、助言その他の援助を行う事
業

③妊婦健康診査
妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、①健康状態の把握、②検査計測、③保健指導を実
施するとともに、妊娠期間中の適時に必要に応じた医学的検査を実施する事業（参考：資料５－３）

④乳児家庭全戸訪問事業
生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養育環境等の把握を行う事業

⑤・養育支援訪問事業
養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指導・助言等を行うことにより、当該家庭の適切な養

育の実施を確保する事業

・子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業（その他要保護児童等の支援に資する事業）
要保護児童対策協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の機能強化を図るため、調整機関職員やネットワーク構成員（関係機
関）の専門性強化と、ネットワーク機関間の連携強化を図る取組を実施する事業

・市町村は、子ども・子育て家庭等を対象とする事業として、市町村子ども・子育て支援事業計画に従って、以下の事業を実施す
る。（子ども・子育て支援法第５９条）
・国又都道府県は同法に基づき、事業を実施するために必要な費用に充てるため、交付金を交付することができる。

地域子ども・子育て支援事業の概要について
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⑥子育て短期支援事業
保護者の疾病等の理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難となった児童について、児童養護施設等に入所
させ、必要な保護を行う事業（短期入所生活援助事業（ショートステイ事業）及び夜間養護等事業（トワイライトステイ事業））

⑦ファミリー・サポート・センター事業（子育て援助活動支援事業）
乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者を会員として、児童の預かり等の援助を受けることを希望する者と当該

援助を行うことを希望する者との相互援助活動に関する連絡、調整を行う事業

⑧一時預かり事業
家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主として昼間において、認定こども園、幼稚園、保

育所、地域子育て支援拠点その他の場所において、一時的に預かり、必要な保護を行う事業（参考：資料５－４）

⑨延長保育事業
保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日及び利用時間以外の日及び時間において、認定こども園、保育所等におい
て保育を実施する事業（参考：資料５－５）

⑩病児保育事業
病児について、病院・保育所等に付設された専用スペース等において、看護師等が一時的に保育等する事業

（参考：資料５－６）

⑪放課後児童クラブ（放課後児童健全育成事業）
保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終了後に小学校の余裕教室、児童館等

を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る事業

⑫実費徴収に係る補足給付を行う事業【新規】
保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・保育施設等に対して保護者が支払うべき日用品、文房具その他の教育・
保育に必要な物品の購入に要する費用又は行事への参加に要する費用等を助成する事業

⑬多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業【新規】
特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究その他多様な事業者の能力を活用した特定教育・保
育施設等の設置又は運営を促進するための事業（参考：資料５－７） 3



子ども・子育て支援の推進にあたって、子ども及びその保護者等、または妊娠している方が教育・保育施設や地域の子育て
支援事業等を円滑に利用できるよう、身近な実施場所で情報収集と提供を行い、必要に応じ相談・助言等を行うとともに、関係
機関との連絡調整等を実施し、支援。

事業の目的

保育所 幼稚園

ファミリー・サポート・
センター

こども発達
センター

地域の保健師
（保健所）（児相）

家庭児童相談
（児相）

保健・医療・福祉などの関係機関（役所、保健所、児童相談所 等）

教育・保育施設及び地域子育て支援事業等の利用支援・援助
（案内・アフターフォローなど）

個別ニーズの把握、
情報集約・提供

相談

（子育て親子が集まりやすい場所）（子育て親子が集まりやすい場所）

利用者支援専門職員（仮称）
子育て中の親子など

子どもを預けたい

子どものことで気にか
かることがある

等々

認定こども園

クラブ
放課後児童
クラブ

連絡調整、連携・協働の体制づくり、地域の子育て資源の育成、地域課題の発見・共有、
地域で必要な社会資源の開発等

利用者支援実施施設

主な事業内容

○総合的な利用者支援
子育て家庭の「個別ニーズ」を把握し、教育・保育施設及び地域子育て支援事業等の利用に当たっての「情報集約・提
供」「相談」「利用支援・援助」

○地域連携
子育て支援などの関係機関との連絡調整、連携・協働の体制づくりを行い、地域の子育て資源の育成、地域課題の発見・

共有、地域で必要な社会資源の開発等

いずれかの類型を選択して実施。

① 「基本型」：「利用者支援」と「地域連携」を共に実施する形態
（主として、行政窓口以外で、親子が継続的に利用できる施設を活用。）（例；地域子育て支援拠点事業で実施の「地域機能強化型」）

② 「特定型」：主に「利用者支援」を実施する形態 ※地域連携については、行政がその機能を果たす。
（主として、行政機関の窓口等を活用。） （例；横浜市「保育コンシェルジュ事業」）

「利 用 者 支 援 事 業 」 に つ い て

4



小規模な施設が多いことを踏まえ、保育所等の職員の支援を受けられる場合には、担当保
育士（※１）を１人以上。
※１ 平均利用児童数が少ない場合、家庭的保育者で可。
※２ 保育従事者は２分の１以上を保育士とし、保育士以外は一定の研修を受けた者。
※３ 現行の地域密着Ⅱ型は、当分の間、事業継続可。（経過措置）

現状 Ｈ２７ 【新制度施行】

児童の居宅において一時預かりを実施。

一時預かり事業について

○ 家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児を保育所等で一時的に預かる事業について、事業の普及を
図るため下記のとおり事業類型等を見直し、①一般型（基幹型加算）、②余裕活用型、③幼稚園型、④訪問型に再編する。

休日等の開所、及び１日９時間以上の
開所を行う施設に加算。

Ｈ２６【保育緊急確保事業】

保育所等において、利用児童数が定員に達していない場合に、定員の範囲内で一時預かり
事業を実施。

現行の幼稚園における預かり保育と同様、園児を
主な対象として実施。

※ 平成２６年度以降の各類型の名称については仮称。

保育所や地域子育て支援拠点などにお
いて、乳幼児を一時的に預かる事業。

省令の基準に従って実施し、保育士の
数は２名以上。

地域子育て支援拠点などにおいて、乳
幼児を一時的に預かる事業。

省令の基準に準じて実施し、担当者の
数は２名以上。（保育士１名以上）

①一般型（現行事業の後継）

①基幹型加算（継続）

②余裕活用型（新規）

③幼稚園型（幼稚園における預かり保育の後継）

④訪問型（新規）

保育所型・地域密着型（法定事業）

地域密着Ⅱ型（予算事業）

幼稚園における預かり保育
（私立は私学助成、公立は一般財源）
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１．従事する者【従うべき基準】
○ 資格の水準は、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準第３８条第２項に該当する「児童の遊びを指導する者」であって、研修を受講した
者とすることが適当。（一定の経過措置等についても検討）

２．員数【従うべき基準】
○ 職員は２人以上配置することとし、うち１人以上は有資格者とすることが適当。

３．児童の集団の規模【参酌すべき基準】
○ 児童の集団の規模はおおむね４０人までとすることが適当。
※児童数がおおむね４０人を超えるクラブについては、複数のクラブに分割して運営することや、１つのクラブの中で複数の集団に分けて対応するよう努めることとし、
国としてもおおむね４０人規模のクラブへの移行を支援していくことが必要。

４．施設・設備【参酌すべき基準】
○ 専用室は児童の生活の場としての機能が十分に確保され、事業の実施時間帯を通じて専用で利用できる部屋と捉え、面積は「児童１人当たり
おおむね１．６５㎡以上」とすることが適当。

５．開所日数・開所時間【参酌すべき基準】
○ 開所日数については、年間２５０日以上を原則とし、開所時間については、平日につき１日３時間以上、休日につき１日８時間以上を原則とし、
それぞれ地域の実情や保護者の就労状況等を考慮して事業を行う者が定めるものとすることが適当。

６．その他の基準【参酌すべき基準】
○ 「非常災害対策」、「虐待等の禁止」、「保護者・小学校等との連携等」、「事故発生時の対応」等について省令上に定めることが適当。

７．その他（基準以外の事項）
○ 市町村は、定員や待機児童の状況等を一元的に把握し、必要に応じ、利用についてのあっせん・調整等を行っていくことが必要。
○ 利用ニーズの増加に対して優先順位を付けて対応する場合の考え方としては、「ひとり親家庭の児童」、「障害のある児童」、「低学年の児童
など発達の観点から配慮が必要と考えられる児童」などが考えられる。

放課後児童クラブの基準に関する専門委員会報告書の概要について（平成２５年１２月２５日）

・昨年８月の児童福祉法一部改正により、放課後児童クラブの設備及び運営に関する基準について、国が定める基準を踏まえ、
市町村が条例で定めることとされた。（改正後の児童福祉法第３４条の８の２）

・本年５月、社会保障審議会児童部会に「放課後児童クラブの基準に関する専門委員会」を設置し、省令で定める設備及び運営
に関する基準について審議のうえ、１２月２５日に報告書が公表された。

・今後、同報告書を踏まえ、年度内を目途に省令基準を策定する。

経 緯

報告書の概要

6



利用者支援事業について

平成２６年１月２４日



○趣旨
子ども及びその保護者が、認定こども園・幼稚園・保育所での教育・保育や、一時預かり、放課後児童ク
ラブ等の地域子育て支援事業等の中から適切なものを選択し円滑に利用できるよう、身近な場所で支援を行
う。
都市部のみならず広く市町村での実施を念頭に制度化。

○事業法定化の経緯
本事業は、当初の政府案では地域子ども・子育て支援事業には位置づけられていなかったが、国会における審議

の過程でその重要性が共通認識となり、自公民の３党合意（※）において、子ども・子育て支援法に「市町村が利用者
支援を実施する事業を明記する」とされたことを受けて法定化された。
※『社会保障・税一体改革に関する確認書（平成24年６月15日）（子育て関連部分）』

新制度では多様な教育・保育や事業が用意され、待機児童の解消等のためにそれらを個々のニーズに応じて確実
に提供するべく、子どもや保護者がそれらの中から自分の家庭に一番ふさわしいメニューを、確実かつ円滑に利用で
きるようなコーディネーションが必要であると考えられたもの。

1

利用者支援事業の趣旨・経緯等について

【参考】
○子ども・子育て支援法（抄）
（平成二十四年八月二十二日法律第六十五号）

第四章 地域子ども・子育て支援事業
第五十九条 市町村は、内閣府令で定めるところにより、第六十一条第一項に規定する市町村子ども・子育て支援事
業計画に従って、地域子ども・子育て支援事業として、次に掲げる事業を行うものとする。
一 子ども及びその保護者が、確実に子ども・子育て支援給付を受け、及び地域子ども・子育て支援事業その他の
子ども・子育て支援を円滑に利用できるよう、子ども及びその保護者の身近な場所において、地域の子ども・子
育て支援に関する各般の問題につき、子ども又は子どもの保護者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言
を行うとともに、関係機関との連絡調整その他の内閣府令で定める便宜の提供を総合的に行う事業



◎松戸市：子育てコーディネーター

・地域子育て支援拠点の中心スタッフを「子育てコーディネーター」として養成。

・現時点で市内１５か所に２２人を配置。

・子育ての悩み等の相談を受け付け、保育所・幼稚園等の子育て支援施設・事業の情報提供や専門の機関への紹介
を行う。

・訪れやすさを考慮し、親子にとって身近な地域の「拠点」で実施している。

・年間のべ約１８万人の親子が利用。

◎横浜市：保育コンシェルジュ

・市内１８の全区役所に職員（非常勤）を配置。

・コンシェルジュに保育士等の資格は求めていないが、配置時や配置後に業務に関する研修を受講。

・地域の保育資源等（保育所・幼稚園・認定こども園、横浜保育室、家庭的保育、一時預かり等）の情報を収集。

・保育等の利用の相談に応じ、個々のニーズや状況にマッチした施設等の情報を提供する。

・保育所に入所保留となった保護者のアフターフォローも行う。

※詳細については９ページ以降に掲載。

2

自治体の先行事例について



利用者支援事業の事業形態について

○本事業の基本的な枠組みについては、以下の２つの形態で実施することとしてはどうか。

（１）独立した事業として行われている形態

〔実施場所〕
・主として行政窓口以外で、親子が継続的に利用できる施設

〔事業内容〕
・子育て家庭の「個別ニーズ」を把握し、教育・保育施設及び地域の子育て支援事業等（地域のイ
ンフォーマルな社会資源を含む）の利用に当たっての「情報集約・提供」「相談」「利用支援・
援助」（＝「総合的（包括的）な利用者支援」）

・子育て支援などの関係機関との連絡調整、連携・協働の体制づくりを行い、地域の子育て資源の
育成、地域課題の発見・共有、地域で必要な社会資源の開発等に取り組む（＝「地域連携」）

（２）行政の一環として行われる側面が強い形態

〔実施場所〕
・主として、行政窓口等

〔事業内容〕
・子育て家庭の「個別ニーズ」の把握、それに応える各種施設・事業の利用支援

→行政が地域連携の機能を果たすことを前提として（１）の部分的実施といった側面が強い。
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利用者支援事業の実施要綱案について

○利用者支援事業実施要綱（案）

１ 事業の目的
１人１人の子どもが健やかに成長することができる地域社会の実現に寄与するため、子ども及びその保護者等、または妊娠し
ている方がその選択に基づき、多様な教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を円滑に利用できるよう、必要な支援を行うこ
とを目的とする。

２ 実施主体
実施主体は、市町村(特別区を含む。)とする。
なお、市町村が認めた者へ委託等を行うことができる。

３ 事業の内容
子ども・子育て支援法第５９条第１号に基づき、子ども又はその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援
事業等の情報提供及び必要に応じ相談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整等を実施する事業（以下「利用者支援事
業」という。）。

４ 実施方法
（１）実施場所

子ども及びその保護者等、または妊娠している方が身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を円滑に利用
できることが必要なことから、日常的に利用でき、かつ相談機能を有する施設や市町村窓口などでの実施とする。

（２）職員の配置
利用者支援事業に従事する者は、医療・教育・保育施設や地域の子育て支援事業等に従事することができる資格を有して
いる者や、地方自治体が実施する研修もしくは認定を受けた者のほか、育児・保育に関する相談指導等について相当の知
識・経験を有する者であって、地域の子育て事情と社会資源に精通した者をもって充てるものとし、１事業所１名以上の専
任職員を配置するものとする。
なお、地域の実情により、事業に支障が生じない限りにおいて、専任職員以外にあっては、業務を補助する職員として配
置しても差し支えないものとする。

（次ページに続く）
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利用者支援事業の実施要綱案について（つづき）

（３）業務内容
以下の業務を実施するものとする。
① 利用者の個別ニーズを把握し、それに基づいて情報の集約・提供、相談、利用支援等を行うことにより、教育・保育施
設や地域の子育て支援事業等を円滑に利用できるよう実施することとする。

② 教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を提供している関係機関との連絡・調整、連携、協働の体制づくりを行うと
ともに、地域の子育て資源の育成、地域課題の発見・共有、地域で必要な社会資源の開発等に努めること。

③ 本事業の実施に当たり、リーフレットその他の広告媒体を活用し、積極的な広報・啓発活動を実施し、広くサービス利
用者に周知を図るものとする。

④ その他事業を円滑にするための必要な諸業務を行うものとする。
なお、上記「①」から「④」の業務実施を基本としつつ、「①」についてその一部を実施し、「②」について必ずしも実施

しない類型も可とする。

（４）関係機関等との連携
実施主体（委託先を含む。以下同じ。）は、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を提供している機関のほか、地域

における児童相談所、保健所といった保健・医療・福祉の行政機関、児童委員、教育委員会、医療機関、学校、警察、特定
非営利活動法人等の関係機関・団体等に対しても本事業の周知等を積極的に図るとともに、連携を密にし、本事業が円滑か
つ効果的に行われるよう努めなければならない。

５ 留意事項
（１） 事業に従事する者は、子どもの「最善の利益」を実現させる観点から、子ども及びその保護者等、または妊娠している方

への対応に十分配慮するとともに、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしてはならない。
さらに、このことにより、同じく守秘義務が課せられた地域子育て支援拠点や市町村の職員などと情報交換や共有し、連

携を図ること。

（２） 事業に従事する者は、４の（１）に定める実施場所の施設や市町村窓口などの担当者等と相互に協力し合うとともに、事
業の円滑な実施のために一体的な運営体制を構築すること。

（３） 実施主体は、事業に従事する者のための各種研修会、セミナー等への積極的な参加に努め、事業に従事する者の資質、技
能等の維持向上を図ること。

（４） 本事業の実施に当たり、児童虐待の疑いがあるケースが把握された場合には、福祉事務所若しくは児童相談所又は児童委
員、その他の関係機関と連携し、早期対応が図られるよう努めなければならない。

（次ページに続く） 5



利用者支援事業の実施要綱案について（つづき）

（５） 障害児等を養育する家庭からの相談等についても、福祉事務所、障害児施設等と連携し、適切な対応が図られるよう努め
るものとする。

（６） 教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の選択については、利用者の判断によるものとする。

（７） 市町村は、利用者支援事業を利用した者からの苦情等に関する相談窓口を設置するとともに、その連絡先についても周知
すること。

６ 費 用
市町村が実施する事業に対して、都道府県が補助する事業については、国は別に定めるところにより補助するものとする。
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利用者支援事業にかかる補助要件等のイメージについて

○実施要綱案を踏まえ、実施類型の区分及びその実施要件等については、おおよそ以下の方向としてはどうか。

◆実施要件
①基本型（＝（１）独立した事業として行われている形態）

ア．子育て家庭の「個別ニーズ」の把握 〔情報集約・相談〕
イ．「個別ニーズ」に応えるため、幅広く地域にある施設・事業の総合的な利用者支援

〔情報提供・利用支援〕
ウ．関係機関との連絡調整、連携、協働の体制づくりなど〔連絡調整・広報啓発〕

※加えて、地域住民の多世代間交流の促進、地域のボランティアやサークルの育成・協働、訪問支援等を実施する
ことも可。

②特定型（＝（２）行政の一環として行われる側面が強い形態）

①のうち、
ア．保育所などの特定施設・事業に関する子育て家庭の「個別ニーズ」の把握 〔情報集約・相談〕
イ．「個別ニーズ」に応える保育所などの特定の施設・事業の利用者支援 〔情報提供・利用支援〕

注） 以上は国庫補助要件の案を提示したものであり、適宜事業実施に当たってア、イの他にも必要な
取り組みを行うことを妨げるものではない。
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地域子育て支援拠点事業の地域機能強化型と利用者支援事業の整理について

平成２５年度 平成２６年度（案）

・親子の交流の場の提供
・子育てに関する相談・援助
・地域の子育て関連情報の提供
・子育て支援に関する講習等

地域支援（注１）

・親子の交流の場の提供
・子育てに関する相談・援助
・地域の子育て関連情報の提供
・子育て支援に関する講習等

改 地域子育て支援拠点事業

利用者支援機能

※利用者支援事業について
●自治体によって、子育て支援事業等の必要情報が異な
ることから、補助交付額に違いを持たせることとする。
《例》
☆基本型《施設・事業の総合的な利用者支援》
☆特定型《特定の施設・事業の利用者支援》

●基本型については、常勤職員の人件費を支援

（地域機能強化型においては非常勤職員分を支援）

【※新規】 利用者支援事業

地域支援機能

地域子育て支援拠点事業

地
域
機
能
強
化
型

総合的な利用者支援の実施

・「個別ニーズ」の把握〔情報集約・相談〕

・地域にある施設・事業の総合的な利用者支援
〔情報提供・利用支援〕

・関係機関との連絡調整、連携、協働の体制づ
くり〔連絡調整・広報啓発〕

など

※実施場所は、自治体の判断で決定。

再編

※実施場所は、地域子育て支援拠点施事業を実施している施設。

※実施場所は、地域子育て支援拠点施事業を実施している施設。

一般型

8（注１）地域子育て支援拠点で利用者支援事業を実施する場合には、相当する
事業費が含まれていることから「地域支援」は加算しない。



松戸市 子育てコーディネーター①

• 乳幼児をもつ保護者への支援

担当保育士が電話・メール・来所相談を受付

地域子育て支援拠点事業
・おやこDE広場（市内15ヶ所）
（子育て支援交付金・地域子育て支援拠点事業ひろば型）

公共施設のスペース等を利用した広場。0～3歳児向け
公営2ヶ所、NPO委託12ヶ所（7団体）、学校法人委託1ヶ所
・地域子育て支援センター（市内4ヶ所）
（子育て支援交付金・地域子育て支援拠点事業センター型）

民間保育園4園にて実施。就学前児童まで曜日と時間を分けて広場を開放
担当保育士が電話・メール・来所相談を受付

赤ちゃん教室
市の保健師を施設に派遣し

相談・講座を実施

松戸市子育てコーディネーター
施設のスタッフを、子育てコーディネーターとして養成し、保育
所・幼稚園をはじめとした子育てに関する支援サービスの紹介

や相談の受付を行う

子育て支援スタッフ養成講座
（23年度子育て支援交付金・次世代育成支援人材養成事業）

松戸市子育て人材バンク
子育て支援関連の施設への就労を希望する市民に
対し、委託した市内の私立大学で講座を行い、人材
バンクに登録。各団体は名簿から必要に応じて職

員として採用。

高校生と赤ちゃんの
ふれあい体験

市内の高校の生徒と乳幼児およ
び保護者のふれあいをサポートす
るため、施設の運営団体のスタッフ

が参加

人
材
の
派
遣

人
材
の
登
用

おやこDE広場ネットワーク会議

子育て支援センター連絡会

各団体間で
連携し質を
向上
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市内の子育て支援施設・施策・サービス
地域子育て支援拠点

• 松戸市子育てコーディネーター認定事業
市が「子育てコーディネーター」として認定した地域子育て支援拠点で働くスタッフ
が、利用者に地域における多様な子育て支援サービスの紹介を行ったり、子育てに
関する相談を受け専門の施設へ繋ぐ役割を担う

松戸市 子育てコーディネーター②

保育所

幼稚園

母子保健事業
（予防接種等）

利用者
こども発達
センター

地域の保健師

家庭児童相談

紹介･相談

子育て
コーディネーター
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・横浜市の非常勤嘱託員である保育コンシェルジュは、保育サービスに関する専門相談員。
（保育士等の資格は特に求めていない）
・保育を希望する保護者の相談に応じ、認可保育所のほか、横浜保育室や一時預かり事業、幼稚園預かり保育
などの保育資源・保育サービスについて情報提供を行う。

・保護者ニーズと保育サービスを適切に結びつけることを目的とし、各区のこども家庭支援課に配置されている。
※ 配置状況：平成２５年４月現在１８区２１名体制

・配置時に３日間研修を実施。各区の個別的な内容については随時研修を実施。

保育コンシェルジュとは？

参考）横浜市の保育資源と保育サービス

保育資源
認可保育所、認可外保育施設（横浜保育室、一般認可外保育施設、
事業所内保育施設、ベビーホテル）、
家庭的保育福祉員、NPO等を活用した家庭的保育、
幼稚園、認定こども園等

保育サービス

一時保育、私立幼稚園預かり保育、
乳幼児一時預かり、
横浜子育てサポートシステム等

横浜市の保育コンシェルジュ事業について

１ 保育サービスの利用に関する相談業務
区窓口、電話、地域子育て支援拠点等の出張先において、保育を希望する保護者の相談に応じ、個別のニーズや状況を把握し、

適切な保育資源、保育サービスの情報提供を行う。

２ 入所保留児のアフターフォロー業務
保育所入所保留となった保護者に対し、保育状況や意向確認等を行い、ニーズにマッチした認可保育所以外の保育資源、

保育サービスの情報提供や紹介を行う。

３ 保育資源・保育サービスの情報収集業務
区内を中心とした保育資源や保育サービスの提供施設等と連携を図るため、入所状況、サービス利用状況等の情報を収集する。

さらに、収集した情報をデータ整理し、相談・案内時に情報提供できるツールとしてまとめる。

４ その他保育サービスの提供に関すること

具体的な業務
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利用者支援事業Ｑ＆Ａ

Ｑ１ 利用者支援事業の創設に伴い、地域子育て支援拠点事業の「地域機能強化型」は廃止されたのでしょ
うか。

Ａ１ 地域子育て支援拠点事業の「地域機能強化型」の機能は、実施内容等を拡充して、利用者支援事業に
発展的に移行することとしました。

12

Ｑ２ 地域子育て支援拠点事業の「地域機能強化型」で「利用者支援」を実施していた施設に対して、引き続
き同様の取り組みを実施するために財政的な支援をするにはどのような予算スキームで行えばよろしいの
でしょうか。

Ａ２ 利用者支援事業として、地域子育て支援拠点事業とは別に財政支援を行っていただきたい。このため、

「地域機能強化型」で「利用者支援」の取り組みを実施していた施設に対しては、その取り組みが必ず継続
されるようご配慮願います。

なお、事業の運営にあたっては、両事業の担当者等と相互に協力しあうとともに、事業の円滑な実施の
ために一体的な体制を構築していただきたいと考えております。

Ｑ３ 地域子育て支援拠点事業「地域機能強化型」の「地域支援」機能は利用者支援事業に引き継がれるの
でしょうか。

Ａ３ 「地域機能強化型」の「地域支援」として、多世代間交流の促進、地域のボランティアやサークルの
育成・協働、訪問支援等の地域の子育て支援機能を促進する活動を行ってきたところです。

利用者支援事業においては、この「地域支援」の機能に子育て支援などの関係機関との連絡調整、連

携・協働の体制づくりや地域の子育て資源の育成・開発等の役割を付加した「地域連携」として、拡充させ
ました。

従来、「地域機能強化型」において、「地域支援」のみを実施していた地域子育て支援拠点も、可能な限
り「利用者支援」の取り組みを併せて実施し、利用者支援事業として実施していただきたい。

なお、「利用者支援事業」を実施しない施設においても引き続き同様の取り組みが実施できるようしたい
と考えております。



妊婦健康診査について

平成２６年１月２４日



① 市町村が実施する「地域子ども・子育て支援事業」として、母子保健法に基づく妊婦健診を位置付ける。【第
59条第13号】

② 市町村が策定する「市町村子ども・子育て支援事業計画」(*)に、地域子ども・子育て支援事業の見込み量、
提供体制の確保の内容及びその実施時期の記載を義務付ける。【第61条第2項第2号】

(*) 「市町村は、基本指針に則して、５年を一期とする教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保その他
この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画（以下「市町村子ども・子育て支援事業計画」という。）を定めるものとす
る。」（第61条第１項）

１．子ども・子育て支援法

○ 厚生労働大臣が、妊婦健診の実施について「望ましい基準」を策定するものとする。【第13条第２項を新設】

* 現在は、課長通知で、公費負担回数や実施時期の考え方、妊婦健診の内容等について示している。

２．母子保健法の改正（関係法律の整備法）

※消費税引上げ（１０％）の時期を踏まえて政令で定める日から施行予定

○ 妊婦健診は、安全・安心な出産のために重要であることから、子ども・子育て関連法案では、「地域子ども・子
育て支援事業」に位置付けるとともに、市町村計画に見込み量等の記載を義務付けることなどにより、妊婦健
診の確実な実施を図ることにしている。

趣旨

子ども・子育て関連法における妊婦健診の位置付け子ども・子育て関連法における妊婦健診の位置付け
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● 各回実施する基本的な妊婦健康診査の項目
①健康状態の把握（妊娠月週数に応じた問診、診査等）
②検査計測
③保健指導を実施するとともに、妊娠期間中の適時に、必要に応じた医学的検査

● 上記以外の各種医学的検査

○ 「望ましい基準」は、妊婦の健康の保持増進を図り、安全・安心な妊娠・出産に資するよう、各市町村が、その
判断に基づいて妊婦健診を実施する場合の参考としていただくもの。

○ 引き続き、適切な妊婦健診及びその公費負担の実施を図る観点から、現在、母子保健課長通知（※）におい
て示している健診回数・実施時期、検査項目と同程度の内容としてはどうか。

妊婦健診の望ましい基準（案）について

①初期～妊娠23週 ：４週間に１回、②妊娠24～35週 ：２週間に１回、③妊娠36週～分娩 ：１週間に１回

Ⅰ．健診回数・実施時期

Ⅱ．検査項目

① 血液検査

妊娠初期に１回（血液型（ABO血液型・Rh血液型、不規則抗体）、血算、血糖、B型肝炎抗原、C型肝炎抗体、HIV抗体、
梅毒血清反応、風疹ウイルス抗体）

妊娠24週から35週までの間に１回（血算、血糖）

妊娠36週以降に１回（血算）

妊娠30週頃までに（HTLV-１抗体検査）

② 子宮頸がん検診（細胞診） 妊娠初期に１回

③ 超音波検査 妊娠23週までの間に２回、妊娠24週から35週までの間に１回、妊娠36週以降に１回実施

④ B群溶血性レンサ球菌（GBS） 妊娠24週から35週までの間に１回

⑤ 性器クラミジア 妊娠30週頃までに１回

※「妊婦健康診査の実施について」（平成２１年２月２７日付け雇児母発第0227001号厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課長通知）

※大臣告示における具体的な規定ぶり（検査の名称等）については、引き続き、厚生労働省において検討。 2



● 各回実施する基本的な妊婦健康診査の項目
①健康状態の把握（妊娠月週数に応じた問診、診査等）
②検査計測
③保健指導を実施するとともに、妊娠期間中の適時に、必要に応じた医学的検査

● 上記以外の各種医学的検査

○ 母子保健課長通知（※）において、公費負担にあたって望ましい健診回数・実施時期、各回実施する基本的
な妊婦健康診査の項目及びそれ以外の各種の医学的検査の標準的な検査項目を例示している。

（参考） 国が示している妊婦健診の実施基準

妊娠初期より妊娠２３週（第６月末）まで ：４週間に１回
妊娠２４週(第７月)より妊娠３５週（第９月末）まで ：２週間に１回
妊娠３６週（第１０月）以降分娩まで ：１週間に１回

Ⅰ．妊婦が受診することが望ましい健診回数

Ⅱ．検査項目

① 血液検査

妊娠初期に１回（血液型（ABO血液型・Rh血液型、不規則抗体）、血算、血糖、B型肝炎抗原、C型肝炎抗体、HIV抗体、
梅毒血清反応、風疹ウイルス抗体）

妊娠24週から35週までの間に１回（血算、血糖）

妊娠36週以降に１回（血算）

妊娠30週頃までに（HTLV-１抗体検査）

② 子宮頸がん検診（細胞診） 妊娠初期に１回

③ 超音波検査
妊娠23週までの間に２回
妊娠24週から35週までの間に１回
妊娠36週以降に１回実施

④ B群溶血性レンサ球菌（GBS） 妊娠24週から35週までの間に１回

⑤ 性器クラミジア 妊娠30週頃までに１回

※「妊婦健康診査の実施について」（平成２１年２月２７日付け雇児母発第0227001号 厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課長通知）。
本通知で示している基準相当分は、地方交付税措置が講じられている。

左記の基準に沿って受診した
場合の受診回数は、１４回程度。
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回数 市町村数 割合 都道府県
公費負担額
（平均）

都道府県
公費負担額
（平均）

都道府県
公費負担額
（平均）

都道府県
公費負担額
（平均）

都道府県
公費負担額
（平均）

無制限 16 0.9% 北海道 92,621 埼玉県 99,730 岐阜県 112,641 鳥取県 93,940 佐賀県 98,370

20回 0 0.0% 青森県 103,920（注） 千葉県 93,923 静岡県 91,200 島根県 104,701 長崎県 100,000

19回 1 0.1% 岩手県 89,428 東京都 80,498 愛知県 106,705 岡山県 97,290 熊本県 96,600

18回 0 0.0% 宮城県 108,302 神奈川県 62,607 三重県 104,260 広島県 90,670 大分県 96,600（注）

17回 0 0.0% 秋田県 98,920 新潟県 104,537 滋賀県 96,055 山口県 116,315 宮崎県 101,612

16回 5 0.3% 山形県 82,790 富山県 96,250 京都府 90,330 徳島県 113,770 鹿児島県 102,050

15回 51 2.9% 福島県 107,132 石川県 94,894 大阪府 67,793 香川県 100,400 沖縄県 99,100

14回 1,669 95.8% 茨城県 98,201 福井県 97,590 兵庫県 81,466 愛媛県 79,150 全国 96,699（注）

全国 1,742 100.0% 栃木県 95,000 山梨県 87,276 奈良県 95,782 高知県 107,390

群馬県 92,920 長野県 115,620 和歌山県 97,150 福岡県 101,300

（参考）妊婦健康診査の公費負担の状況
平成２４年４月１日現在

全国平均 14.04回
（無制限を除く）

（注）公費負担額が明示されていない市区町村は除く

受診券方式で公費を負担している1,407市町村のうち、国で例示する標準的な検査項目の公費負担の状況
平成２１年４月１日時点 平成２４年４月１日時点

市町村数 割合 市町村数 割合

① 全ての項目を実施 596 42.0% 899 63.9%
② 血液検査を全て実施 725 51.1% 1,050 74.6%
③ 超音波検査（４回）を実施 923 65.0% 1,138 80.9%
④ 子宮頸がん検診を実施 976 68.8% 1,210 86.0%
⑤ B群溶血性レンサ球菌検査を実施 978 68.9% 1,324 94.1%
⑥ HTLV-1抗体検査を実施 － － 1,407 100.0％
⑦ 性器クラミジア検査を実施 － － 1,396 99.2％
⑧ 国が例示する検査項目以外の検査項目を実施 526 37.1% 474 33.7% 4



一時預かり事業について

平成２６年１月２４日



○検討の趣旨

一時預かり事業は、地域子ども・子育て支援事業として位置づけられ、子ども・子育て家庭を対象とする事業として、
市町村が地域の実情に応じて実施することとされている。

現行の一時預かり事業を基本とし、より子ども・子育て家庭のニーズに応える事業を実施できるよう実施要件を見直
すことにより、さらなる事業の充実を図ることとする。特に幼稚園における預かり保育については、私学助成等から一時
預かり事業への移行が予定されており、円滑な事業実施が可能となるよう、丁寧な検討が必要。

１．一時預かり事業の検討に当たって
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現行、保育士２人以上配置とされ
ているが、保育所等や子育て支援
事業実施施設と一体的に事業を実
施し、本体施設の職員の支援を受
けられる場合に担当保育士を１人と
できることとする等の見直しを行う。

新制度施行に向けた一時預かり事業の各類型の方向性

保育所型

現状 Ｈ２７ 【新制度施行】

基幹型加算

地域密着型
（法定事業）

余裕活用型

幼稚園型

地域密着Ⅱ型
（予算事業）

一般型

訪問型
地域型保育給付（居宅訪問型保育）に準じ 保育の必要性
の認定を受けない児童についての事業類型を創設する。

２．事業構成について

事業構成として、地域の実情に応じて活用できるよう、以下のとおりとする。

休日等の開所、及び
１日９時間以上の開所
を行う。

2

Ｈ２６【保育緊急確保事業】

認定こども園等において、利用児童
数が定員に達していない場合に、定員
まで一時預かり事業として受け入れる
ことができるよう事業類型を創設する。

継続実施

幼稚園における
預かり保育
（私立は私学助成、
公立は一般財源）

幼稚園の預かり保育については、一時預かり事業として取
り扱われることとなるため、園児の預かり保育を主対象とした
事業類型を創設する。

※ 平成２６年度以降の各類型の名称については仮称。

※現行の地域密着Ⅱ型は、経過措置
として当分の間は既に市町村が実
施した研修を受講した者によっても
事業実施を可能とする。



（１）一般型

平成２４年度において約８割の施設が１日平均利用児童数が３名未満であり、大部分が小規模な事業実施施
設となっている。また、各自治体、事業者から保育士２名配置が困難との指摘が多いことから、現行の実施基準
の見直しを行い、事業の普及を図る。

※ （３）の幼稚園型と合わせて行う園児以外の子どもの預かりは、幼稚園型により対応することを想定。

○人員配置基準
＜論点＞
論点①：安全性の観点から保育従事者の数は２人を下回ることはできないこととするが、保育所等や子育て支援事業

実施施設と一体的に事業を実施し、本体施設の職員（保育従事者とする。）の支援を受けられる場合には、１
人とすることができるようにしてはどうか。また、その場合において、直接処遇職員は保育士としてはどうか。

論点②：保育所併設型以外での事業実施の普及も必要であることから、保育従事者の資格要件については、保育士を
原則とするが、２分の１以上を保育士とし、保育士以外は子育ての知識と経験及び熱意を有し、一定の研修
（家庭的保育者の基礎研修程度）を受けた者とすることができるようにしてはどうか。その上で、保育士比率に
よって、補助金上、段階的に対応することとしてはどうか。

論点③：地域密着Ⅱ型は一般型へ移行する形としてはどうか。

３．各事業類型の基準について

3



【対応方針】

※ 地域密着Ⅱ型については、保育従事者（保育士又は家庭的保育者の基礎研修程度を受講した者）による対応への
移行を前提に、経過措置として当分の間は引き続き既に市町村が実施した研修を受講・修了した者によっても事業実施を
可能とする。②

4

現行制度 見直し（案）

児童：保育士
０歳児 ３：１
１・２歳児 ６：１
３歳児 ２０：１
４歳以上児 ３０：１

※当該保育士の数は２人を下回ることはできない。

※地域密着Ⅱ型については、保育について経験豊富な保育士１
人以上、市町村が実施する研修を受講・修了した者１人以上。

児童：保育従事者
０歳児 ３：１
１・２歳児 ６：１
３歳児 ２０：１
４歳以上児 ３０：１

※当該保育従事者の数は２人を下回ることはできない。ただし、
保育所等や子育て支援事業実施施設と一体的に事業を実施し、
本体施設の職員（保育従事者とする。）の支援を受けられる場合
には、当該事業の担当職員を１人とすることができることとする。
なお、その場合において、直接処遇職員は保育士とする。①

※保育従事者の資格要件については、保育士を原則とするが、
２分の１以上を保育士とし、保育士以外は子育ての知識と経験
及び熱意を有し、一定の研修（家庭的保育者の基礎研修程度）
を受けた者とすることができることとする。②

※１日当たり平均利用児童数３人以下の施設においては、家庭的保
育者と同等の研修を受けた者を保育士とみなすことができる。



○実施場所
＜論点＞
設備基準を満たしていれば、実施場所は問わないこととしてはどうか。

【対応方針】

○設備基準
＜論点＞
設備基準については、現行制度と同様としてはどうか。

【対応方針】

5

現行制度 見直し（案）

・保育所型
保育所

・地域密着型、地域密着Ⅱ型
地域子育て支援拠点や駅周辺等利便性の高い場所など

適切に事業実施ができる施設

現行制度 見直し（案）

・２歳未満児
乳児室 １．６５㎡／人
ほふく室 ３．３㎡／人
・２歳以上児
保育室又は遊戯室 １．９８㎡／人
等の設置。

・乳児室等を２階以上に設ける建物においては、屋外階段
等の設置。

同左



○保育の内容
＜論点＞
保育の内容については、現行制度と同様としてはどうか。

【対応方針】

6

現行制度 見直し（案）

養護及び教育を一体的に行うことをその特性とし、保育所
保育指針に準じて実施。

同左



○補助単価
＜論点＞
論点①：現行制度と同様、年間延べ利用児童数に応じた補助とし、補助額は公定価格を参考に検討してはどうか。

また、その際に最低ラインの補助額について、非常勤職員１人は最低限雇用できるような単価設定としてはど
うか。

論点②：現行、年間延べ利用児童数が25人未満の施設については補助対象外としているが、事業の普及のため、撤
廃してはどうか。

論点③：保育従事者の保育士比率によって、段階的に対応することとしてはどうか。

【対応方針】

7

現行制度 見直し（案）

年間延べ利用児童数により補助（公費ベース）

25人以上300人未満 ・・・・・・・ 530千円

300人以上900人未満 ・・・・・ 1,580千円

900人以上1,500人未満 ・・・・ 2,840千円

1,500人以上2,100人未満 ・・・ 4,100千円

2,100人以上2,700人未満 ・・・ 5,360千円

2,700人以上3,300人未満 ・・・ 6,620千円

3,300人以上3,900人未満 ・・・ 7,880千円

3,900人以上 ・・・・・・・・・・・・・ 9,140千円

○ 現行と同様、年間延べ利用児童数に応じて補助を行う
こととし、下記の方向で検討する。

・ 年間延べ利用児童数25人以上の要件を撤廃し、300人
未満の補助単価について、非常勤職員１人を雇用できる
単価とする。
・ 保育従事者の保育士比率によって、段階的に対応する
こととする。



（２）基幹型加算

平成２４年度補正予算において、休日等の開所や通常の開所時間を超えて時間延長を行う「基幹型施設」へ
の加算が創設されたところであり、引き続き、すべての子育て家庭のニーズに応えられる体制を充実させるた
め実施する。

○実施基準
土曜日、日曜日、国民の祝日等の開所及び１日９時間以上の開所を行う。

【対応方針】
現行の基準により、引き続き実施する。
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（３）幼稚園型

現在、幼稚園では通常の教育時間の前後や長期休業期間中などに、保護者の要請等に応じて、希望する者
を対象に預かり保育が行われている。預かり保育に対しては私学助成等により財政支援が行われているが、
幼稚園が認定こども園に移行して保育認定を受けた子どもを受け入れ、施設型給付を受けることとなるものを
除き、新制度では一時預かり事業として取り扱われることとなる。このため、現行の預かり保育の実態も踏まえ、
私学助成等からの円滑な移行ができるよう、幼稚園・認定こども園と一体的に園児（教育標準時間認定の子ど
も）を主な対象として事業を実施することを前提とした新たな事業類型を創設する。
なお、保育に欠ける児童を対象とした長時間預かり保育を実施している場合には、待機児童解消加速化プラ
ンにおいて、平成２５年度より安心こども基金により補助を実施している。

※ 共働き家庭等の子どもが認定こども園に移行していない幼稚園を利用する場合の手続、給付等については、17
ページを参照。

（参考）一時預かり事業として預かり保育を実施する場合の留意事項

○位置付け
教育課程に係る教育時間外の教育活動（学校教育法第25条・幼稚園教育要領）かつ、第２種社会福祉事業（児童
福祉法第6条の3第7項・社会福祉法第2条第3項）

○事業実施に係る手続き等
厚生労働省令で定める事項を都道府県知事に届出（児童福祉法第34条の12）
※学校教育法、社会福祉法上の手続きは無し

○消費税法上の取扱い
消費税法別表第１に規定する教育に係る役務の提供又は第２種社会福祉事業によるサービスの提供に該当する
ため非課税

9



○人員配置基準
＜論点＞
論点①：保育従事者の資格要件については、保育士又は幼稚園教諭（３歳以上児に限る。）としてはどうか。

論点②：安全性の観点から保育従事者の数は２人を下回ることはできないこととするが、幼稚園・認定こども園と一体
的に事業を実施するため、施設職員（保育士又は幼稚園教諭）からの支援を受けられる場合には、担当職員
を保育従事者１人とすることができるようにしてはどうか。その場合にも、教育活動に支障がないことが前提と
なるよう留意が必要。

論点③：配置基準については、一般型と同様としてはどうか。

論点④：当該幼稚園・認定こども園の園児以外の子どもについては、終日の職員配置を前提に、別単価を設定しては
どうか。

論点⑤：園児以外の子どもの受け入れについては、各市町村又は施設において選択できることとしてはどうか。

【対応方針】

10

現行制度（私学助成） 見直し（案）

（国から都道府県に対する私学助成の補助要件）

特になし
※担当者数に応じた加算あり

児童：保育従事者①

０歳児 ３：１③

１・２歳児 ６：１③

３歳児 ２０：１③

４歳以上児 ３０：１③

※当該保育従事者の数は２人を下回ることはできない。ただし、
幼稚園・認定こども園と一体的に事業を実施するため、施設職
員（保育士又は幼稚園教諭）からの支援を受けられる場合には、
当該事業の担当職員を保育従事者１人とすることができること
とする。②



○設備基準
＜論点＞
設備基準については、一般型と同様としてはどうか。ただし、幼稚園設置基準においては、屋外階段、避難設備、転落
事故防止設備等を必置としていないため検討が必要。

【対応方針】
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現行制度（幼稚園設置基準） 見直し（案）

保育室・遊戯室（兼用可） １学級１８０㎡、２学級３２０㎡
職員室・保健室（兼用可）
便所
飲料水用設備
手洗用設備
運動場
等の設置。

・保育室等を２階に置く場合は、園舎は耐火建築物で、幼
児の待避上必要な施設を設置。

・２歳未満児
乳児室 １．６５㎡／人
ほふく室 ３．３㎡／人
・２歳以上児
保育室又は遊戯室 １．９８㎡／人
等の設置。

・乳児室・保育室等を２階以上に設ける建物においては、屋
外階段等の設置。

※一時預かり事業を実施する居室は、通常の教育時間終
了後等の保育室又は遊戯室で可とする。



○保育の内容
＜論点＞
幼稚園教育要領を基本としてはどうか。また、０～２歳児（園児以外の子ども）を預かる場合には、保育所保育指針又
は幼保連携型認定こども園保育要領（仮称）に基づくこととしてはどうか。

【対応方針】

12

現行制度（幼稚園教育要領における取扱い） 見直し（案）

学校教育法第２２条及び第２３条並びに幼稚園教育要領第
１章第１に示す幼稚園教育の基本を踏まえ実施。

幼稚園教育要領（認定こども園の場合は、幼保連携型認定
こども園保育要領（仮称））を基本として実施。

０～２歳児を預かる場合には、保育所保育指針又は幼保
連携型認定こども園保育要領（仮称）を基本として実施。



○補助単価
＜論点＞
論点①：域外利用が一般的である実態を踏まえ、施設型給付と同様、利用児童１人１日当たり単価としてはどうか（補助額の上

限・下限について設定する必要があるのではないか。また、利用者負担についても現在の水準を踏まえた配慮が必要
ではないか。）また、園児以外の子どもについては、終日の職員配置を前提に、別単価を設定してはどうか。

論点②：長期休業日や土日祝日、長時間の預かり保育を実施している園については、加算等を設定するか。なお、加算等の設
定に当たっては施設型給付との重複に留意が必要。

【対応方針】
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現行制度（私学助成） 見直し（案）

国から都道府県に対する私学助成の補助単価
（国庫補助ベース）※平日実施

○基礎単価（開園日の半分以上の日数、２時間以上）
６０万円

○加算単価
（５時間以上６時間未満） １０万円
（６時間以上７時間未満） ２０万円

（７時間以上） ３０万円
・１日平均担当者２名

（５時間未満） ２５万円
（５時間以上６時間未満） ４０万円
（６時間以上７時間未満） ５５万円

（７時間以上） ７０万円
・１日平均担当者３名以上

（５時間未満） ５０万円
（５時間以上６時間未満） ７０万円
（６時間以上７時間未満） ９０万円

（７時間以上） １１０万円 等

○ 利用児童１日当たり単価を設定し、年間延べ利用児童
数に応じて補助を行うこととし、下記の方向で検討する。

・ 事業規模に配慮し、補助額の上限・下限を設けることと
する。
・ 長期休業日等に実施する場合や、長時間の預かりを実
施する場合は、追加的な職員配置の必要性を個別に考慮
し、加算を行うこととする。
・ 園児以外の子どもを受け入れる場合は、終日の職員配
置を前提に、別単価を設定することとする。

○ 補助単価等については、一時預かり事業の他の類型
や公定価格との整合性を踏まえ検討する。
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○実施方法

幼稚園型については、特に市町村を越えた利用が想定されることから、事業実施に係る費用等について市町村間
において調整が必要となる。より効率的な事業とするため、実施形態としては下記が考えられる。

案１：利用者の居住市町村がそれぞれ、域内・域外の施設に委託等して実施する形

案２：施設所在市町村と利用者の居住市町村が費用負担を調整して、施設所在市町村が実施する形

市町村事業として住民のニーズに応えて実施するものであり、特に幼稚園については域外利用が多いことから、施
設型給付と同様、案１を基本とする。ただし、施設所在市町村外の住民の利用が実態として少ないなど各利用者の居
住市町村が域外の利用施設に対してそれぞれに公費負担を直接行うよりも、施設所在市町村が単独で事業主体とな
ることが簡便で、施設所在市町村外の住民の利用につき関係市町村間で調整がつく場合においては、案２とすること
も可能としてはどうか。

【対応方針】

利用者の居住市町村がそれぞれ域内・域外の施設に委託等して実施することを基本としつつ、関係市町村間で調整
がつく場合においては、施設所在市町村と利用者の居住市町村が費用負担を調整して、施設所在市町村が実施する
ことも可能とする。



案１：利用者の居住市町村がそれぞれ、域内・域外の施設に委託等して実施する形
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※１ 利用者の居住市町村がそれぞれ補助金交付、施設との契約等を行うこととし、費用については、１人１日当たりの単価設定によること等が考えられる。

※２ 実施施設の事務処理の簡素化の観点から、近隣市町村間において一部事務組合等を創設し、一部事務組合が請求を振り分ける等を行うことも考えら
れる。

※ 上図においては、都道府県への事務委任がなされた場合を想定。

メ リ ッ ト

・利用者の居住市町村が費用を支給する施設型給付と整合的で、
１号認定子どもの教育標準時間の教育・保育と組み合わせての
利用形態として合理的

・利用者の居住市町村の責任で円滑に実施でき、関係市町村の
協議不調により施設所在市町村外の住民が事業の利用を妨げ
られるリスクが生じない

デメリッ ト

・市町村から見れば域外施設、施設から見れば複数市町村と、
委託等契約や委託料の申請・交付手続き等が必要（ただし、施設
型給付の請求・支給関係と同じ）

・他市町村住民を含む施設全体の利用実績に応じた事業費を、
各市町村からそれぞれ支払うことができるような事業単価を設計
する必要がある（ex.１人１日当たり単価）。

国

都道府県

実施施設
（Ａ市所在）

Ａ 市

利用者
（Ａ市在住）

Ｂ 市

補助金

補助金

委託料
（補助金）

委託等契約

利用料 預かり保育

利用料

手続き等の流れ

資金の流れ

補助金申請

補助金申請

利用者
（Ｂ市在住）

委託等契約

委託料
（補助金）

補助金申請

補助金



案２：施設所在市町村と利用者の居住市町村が費用負担を調整して、施設所在市町村が実施する
形
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※１ 施設所在市町村が非居住者分も含めて補助金交付、施設との契約等を行うこととし、非居住者の利用に係る費用については、市町村間
で調整を行い分担金等の形で、利用者の居住市町村が負担する。（ただし、周辺市町村との間で非居住者の利用が相互に見られる場合
等においては、施設所在市町村で全額を負担することも考えられる。）

※２ 近隣市町村間において一部事務組合等を創設して、事業実施することも考えられる。

※ 上図においては、都道府県への事務委任がなされた場合を想定。

メ リ ッ ト

・市町村と実施施設が１：１の対応であり、補助金申請・契約等に
関する施設側の事務処理が簡素

・機関補助的な事業費の調整を行うことが可能であり、概算払い
の執行も容易

（現行の預かり保育や一時預かり事業と同様の単価設定が可
能）

デメ リッ ト

・関係市町村間での費用負担割合等の煩雑な事前調整が必要
となり、協議が調わない場合は、施設所在市町村外の住民が事
業を利用できないおそれ

・各施設について調整すべき関係市町村が利用者の居住市町
村の状況に応じて毎年変わる可能性があり、施設所在市町村側
の事前の事務処理が複雑

・施設所在市町村の住民の利用優先、利用料の優遇など、広域
利用を制約する運用が行われるおそれが高い。

国

都道府県

実施施設
（Ａ市所在）

Ａ 市

利用者
（Ａ市在住）

Ｂ 市

利用者
（Ｂ市在住）

補助金

補助金

委託料
（補助金）

委託等契約

利用料
預かり保育

利用料

手続き等の流れ

資金の流れ

補助金申請

補助金申請

費用（分担金）

調整



保護者の利用希望等 支給認定の申請
通常の
教育時間

預かり保育

新
規
に
支
給
認
定
を
受
け
る
場
合

●幼稚園等※１のみを希望
１号（入園内定施設を
通じて申請）

施設型給付
（１号）の対象

一時預かり事業

●幼稚園等と保育所等※２の両方を希望（併願）

①利用調整の結果、入所待機となったため、併願し内定
していた幼稚園に入園

②利用調整の結果、入所可能な保育所等を示されたが、
併願し内定していた幼稚園が最も希望に合致したため、
幼稚園に入園

●保育所等のみを希望

③通園可能な域内に保育所等がなかったため、幼稚園
の利用を申し込んで入園

④利用調整の結果、入所待機となったため、幼稚園の利
用を申し込んで入園

２号

特例施設型給付
（２号）の対象

保育認定を既に受けている場合

①小規模保育の卒園者が入園、②転居により保育所等から転園

既に受けている２号認
定をそのまま活用

共働き等家庭の子どもが幼稚園を利用する主要ケースと支給認定等の関係

入園後、一定期間内に保育所等への転園の希望の有無を確認。希望がない場合は１号認定に変更することが考えられる。

※１ 幼稚園等：幼稚園又は認定こども園（教育標準時間認定の利用定員）
※２ 保育所等：保育所又は認定こども園（満３歳以上・保育認定の利用定員） 17



（４）余裕活用型

認定こども園、保育所、小規模保育等において、年度当初など利用児童数が定員に達していない場合に、定員まで
一時預かり事業として受け入れることができるよう新たな類型を創設し、柔軟な事業実施を可能とすることにより、事業

者の参入促進等を図る。

【対応方針】
○実施基準
本体施設の定員の範囲内において実施することとする。（職員の兼務も可）

○補助単価
職員の兼務を可能とすることから、他事業と補助の重複が生じないよう児童１人当たり単価とする。

18



（５）訪問型
地域型保育給付の居宅訪問型保育に準じ、保育の必要性の認定を受けない児童についての訪問事業を創設するこ

とにより、過疎地域や障害児等に対応できる体制を充実させる。

＜実施基準＞
地域型保育給付の居宅訪問型保育の実施基準に準じ、当該事業についても検討する。

＜論点＞
論点①：他の類型と比較すると事業費が高額となることから、別類型を利用できるにもかかわらず訪問型を利用する場

合には、利用者負担で差を設ける、又は利用回数の制限等をしてはどうか。

論点②：日々の利用が見込まれる事業ではないため、担当職員の兼務等、柔軟な取扱いができることとしてはどうか。

論点③：障害児を担当する場合には、職員に一定の研修受講を必須としてはどうか。

【対応方針】
・ 居宅訪問型保育の実施基準、研修、対象児童等に準じて検討する。
・ 職員の兼務等について、柔軟な取扱いができるよう検討する。
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◎子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）

第５９条 市町村は、内閣府令で定めるところにより、第６１条第１項に規定する市町村子ども・子育て支援事業計画に

従って、地域子ども・子育て支援事業として、次に掲げる事業を行うものとする。

九 児童福祉法第６条の３第７項に規定する一時預かり事業

◎児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）

第６条の３

⑦ この法律で、一時預かり事業とは、家庭において保育（養護及び教育（第３９条の２第１項に規定する満３歳以上
の幼児に対する教育を除く。）を行うことを言う。以下同じ。）を受けることが一時的に困難となった乳児又は幼児に
ついて、厚生労働省令で定めるところにより、主として昼間において、保育所、認定こども園（修学前の子どもに関
する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号。以下「認定こども園法」という。）
第２条代６項に規定する認定こども園をいい、保育所であるものを除く。第２４条第２項を除き、以下同じ。）その他
の場所において、一時的に預かり、必要な保護を行う事業をいう。

第３４条の１２ 市町村、社会福祉法人その他の者は、厚生労働省令の定めるところにより、あらかじめ、厚生労働
省令で定める事項を都道府県知事に届け出て、一時預かり事業を行うことができる。

◎社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）

第７４条 第62条から第71条まで並びに第72条第1項及び第3項の規定は、他の法律によつて、その設置又開始につき、
行政庁の許可、認可又は行政庁への届出を要するものとされている施設又は事業については、適用しない。
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延長保育事業について

平成２６年１月２４日



○検討の趣旨

延長保育事業は、地域子ども・子育て支援事業として位置づけられ、子ども・子育て家庭を対象とする事業として、市
町村が地域の実情に応じて実施することとされている。

現行の延長保育促進事業を基本として検討を行い、さらなる事業の充実を図ることとする。

１．延長保育事業の検討に当たって

1



（１）一般型（仮称）
＜現行の規定＞

・基本分

延長保育を実施する保育所等における保育士配置の充実を図ることにより、１１時間の開所時間の始期及び終期前
後の保育需要への対応の推進を図る事業。１１時間の開所時間内に職員配置基準により配置する保育士等のほか、
保育士等を１名以上加配するもの。

・加算分

１１時間の開所時間の前後の時間において、さらに３０分以上の延長保育を実施する事業。延長時間帯に、対象児童
の年齢及び人数に応じて保育士等を配置するもの。（保育士等の数は２人を下ることはできない。）

２．各事業類型の基準について

2

現行制度

○基本分（民間保育所）

１か所当たり年額 4,569千円

○加算分（民間保育所） １事業当たり年額

延長時間30分 300千円

延長時間１時間 1,335千円

延長時間２～３時間 2,148千円

延長時間４～５時間 4,592千円

延長時間６時間以上 5,349千円 等



＜論点＞

公定価格における保育必要量の区分の議論を踏まえた検討が必要ではないか。

現在、１１時間を超える延長時間について加算分が支出されている。新制度では、保育認定を受ける子どもについては、
保育標準時間及び保育短時間の２区分の保育必要量を設けることになることに伴い、公定価格で保障される範囲が区
分されることから、延長保育においてもこれに対応した仕組みとする必要があるのではないか。

【対応方針】

・ 加算分の配置基準等については、現行の基準を基本とする。

・ 加算分の補助単価の設定方法については、現行と同様に、延長時間に応じた１事業当たり単価を基本とした上で、保
育所、小規模保育等の規模の違いも勘案して設定する。

・ 保育必要量の区分の議論、公定価格と利用可能時間帯との関係等を踏まえ、補助のあり方を検討する。

※ 子育ての喜びを実感しながら仕事を続けられる社会をつくるためには、子ども・子育て支援施策の充実のみならず
「働き方の改革」による仕事と生活の調和の双方を早期に実現することが必要である。このため、中小企業を含めた
すべての企業における育児休業、短時間勤務等の柔軟な働き方に係る制度を利用しやすい環境の整備、父親も子
育てができる働き方の実現、事業主の取組の社会的評価の推進等を進める。また、男女ともに育児休業を取得して
いくことを更に促進するため、育児休業給付の引上げを行うための法改正を次期通常国会に提出する予定。
さらに、事業主や地方自治体が仕事と子育ての両立の推進等を図るための行動計画を策定する「次世代育成支援
対策推進法」について、その期間を１０年間延長し、引き続き集中的・計画的に取組を行うこととする法案を次期通常
国会に提出する予定。
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（２）訪問型

地域型保育給付の居宅訪問型保育に準じ、延長保育においても訪問事業を創設することにより、施設における
少人数の延長保育ニーズ、過疎地域や障害児等に対応できる体制を充実させる。

○実施基準
地域型保育給付の居宅訪問型保育の実施基準に準じ、当該事業についても検討する。

＜論点＞
施設における延長保育ニーズが少人数である場合に、訪問型として対応することについて、どう考えるか。

【対応方針】
・ 居宅訪問型保育の実施基準に準じることとする。

・ 施設における少人数の延長保育需要への対応や障害児等の延長保育需要への対応など、利用児童にとっての環境
を考慮し、市町村が実情に応じて実施できることとする。
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◎子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）

第５９条 市町村は、内閣府令で定めるところにより、第６１条第１項に規定する市町村子ども・子育て支援事業計画に

従って、地域子ども・子育て支援事業として、次に掲げる事業を行うものとする。

二 支給認定保護者であって、その支給認定子ども（第十九条第一項第一号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

るものを除く。以下この号及び附則第六条において「保育認定子ども」という。）が、やむを得ない理由により利用日

及び利用時間帯（当該支給認定保護者が特定教育・保育施設等又は特例保育を行う事業者と締結した特定保育

（特定教育・保育（保育に限る。）、特定地域型保育又は特例保育をいう。以下この号において同じ。）の提供に関す

る契約において、当該保育認定子どもが当該特定教育・保育施設等又は特例保育を行う事業者による特定保育を

受ける日及び時間帯として定められた日及び時間帯をいう。）以外の日及び時間において当該特定教育・保育施設

等又は特例保育を行う事業者による保育（保育必要量の範囲内のものを除く。以下この号において「時間外保育」

という。）を受けたものに対し、内閣府令で定めるところにより、当該支給認定保護者が支払うべき時間外保育の費

用の全部又は一部の助成を行うことにより、必要な保育を確保する事業
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病児保育事業について

平成２６年１月２４日



○検討の趣旨

病児保育事業は、地域子ども・子育て支援事業として位置づけられ、子ども・子育て家庭を対象とする事業として、市
町村が地域の実情に応じて実施することとされている。

現行の病児・病後児保育事業を基本とし、課題となっている施設の安定的な運営を確保するための方策等について
検討を行い、さらなる事業の充実を図ることとする。

※ 平成25年度厚生労働科学研究費補助金において、「病児・病後児保育の実態把握と質向上に関する研究」に対して
補助を行っている。以下の資料においては、当該研究班で実施した病児・病後児保育に関する実態調査の結果（未
定稿）及び意見（未定稿）も参考として記載している。

※ 子育ての喜びを実感しながら仕事を続けられる社会をつくるためには、子ども・子育て支援施策の充実のみならず
「働き方の改革」による仕事と生活の調和の双方を早期に実現することが必要である。このため、中小企業を含めた
すべての企業における育児休業、短時間勤務等の柔軟な働き方に係る制度を利用しやすい環境の整備、父親も子
育てができる働き方の実現、事業主の取組の社会的評価の推進等を進める。また、男女ともに育児休業を取得して
いくことを更に促進するため、育児休業給付の引上げを行うための法改正を次期通常国会に提出する予定。
さらに、事業主や地方自治体が仕事と子育ての両立の推進等を図るための行動計画を策定する「次世代育成支援

対策推進法」について、その期間を１０年間延長し、引き続き集中的・計画的に取組を行うこととする法案を次期通常
国会に提出する予定。

１．病児保育事業の検討に当たって
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病児対応型・病後児対応型 体調不良児対応型 非施設型（訪問型）

事業内容
地域の病児・病後児について、病院・保育
所等に付設された専用スペース等において
看護師等が一時的に保育する事業

保育中の体調不良児を一時的に預かるほ
か、保育所入所児に対する保健的な対応や
地域の子育て家庭や妊産婦等に対する相
談支援を実施する事業

地域の病児・病後児について、看護師
等が保護者の自宅へ訪問し、一時的に
保育する事業
※平成２３年度から実施

対象児童

当面症状の急変は認められないが、病気
の回復期に至っていないことから（病後児の
場合は、病気の回復期であり）、集団保育が
困難であり、かつ保護者の勤務等の都合に
より家庭で保育を行うことが困難な児童で
あって、市町村が必要と認めたおおむね１０
歳未満の児童

事業実施保育所に通所しており、保育中
に微熱を出すなど体調不良となった児童で
あって、保護者が迎えに来るまでの間、緊
急的な対応を必要とする児童

病児及び病後児

実施主体
市町村（特別区を含む）又は市町村が適切と
認めた者

市町村（特別区を含む）又は保育所を経営
する者

市町村（特別区を含む）又は市町村が適
切と認めた者

実施要件

■ 看護師：利用児童おおむね１０人につき
１名以上配置

保育士：利用児童おおむね３人につき
１名以上配置

■ 病院・診療所、保育所等に付設された専
用スペース又は本事業のための専用施設

等

■ 看護師等を常時２名以上配置（預かる
体調不良児の人数は、看護師等１名に対
して２名程度）

■ 保育所の医務室、余裕スペース等で、
衛生面に配慮されており、対象児童の安
静が確保されている場所

等

■ 預かる病児の人数は、一定の研修を
修了した看護師等、保育士、家庭的保
育者のいずれか１名に対して、１名程度
とすること

等

交付実績

（Ｈ２４年度）

１,１０２か所
（病児対応型５６１か所、病後児対応型５４１か所）

（延べ利用児童数 約４９万人）
５０７か所 １か所

補 助 率 １／３ 国１／３ 都道府県１／３ 市町村１／３ （国１／３ 指定都市・中核市２／３）

（2５年度予算額）4,841百万円 → （2６年度予算案）5,196百万円

２．現行制度について
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（１）病児対応型・病後児対応型

・病児対応型

児童が病気の「回復期に至らない場合」であり、かつ、当面の症状の急変が認められない場合において、当該児童を
病院・診療所、保育所等に付設された専用スペース又は本事業のための専用施設で一時的に保育する事業。

・病後児対応型

児童が病気の「回復期」であり、かつ、集団保育が困難な期間において、当該児童を病院・診療所、保育所等に付設さ
れた専用スペース又は本事業のための専用施設で一時的に保育する事業。

○人員配置基準
＜現行の基準＞
・ 看護師、准看護師、保健師又は助産師（以下、「看護師等」という。）を利用児童おおむね１０人につき１名以上配置。
・ 保育士を利用児童おおむね３人につき１名以上配置。

＜研究班の調査結果及び意見＞
調査結果：各施設の保育士１人当たり担当児童数の中央値は２．０人。

意見：３歳未満児の利用が全体の６割を占めており、病児対応型においては状態の変化や急変等に対応可能な体制
が必要であることから、より手厚い配置をするべきであるが、病児保育に対応できる保育士・看護職員の確保も
困難な状況にある。

３．各事業類型の基準について
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＜論点＞
保育士配置を手厚くすべきというご意見がある一方で、職員の確保が困難な状況となっており、どう考えるか。急変等
への対応などの研修を充実し、質の向上を図ることについて、どう考えるか。

【対応方針】
現行の配置基準によることとし、職員の資質の向上のための研修の機会を確保する。

○補助方法

＜研究班の調査結果及び意見＞
調査結果：稼働率は、病児対応型４５％、病後児対応型１６％。平均キャンセル率は、ともに２５％。

運営収支の中央値は73万円の赤字。１ヶ月あたり給与平均値は、保育士約２０万円、看護職員約２６万円。

意見：調査結果を踏まえた補助の充実が必要。給与について、専門職として処遇の保障がなされるべき。

＜論点＞
稼働率、キャンセル率、運営収支実態等を踏まえ、運営補助の方法をどのように考えるか。また、改修等について、ど
う考えるか。
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○その他
＜研究班意見＞
意見①：地域の保育所等との連携により、感染症流行状況等の共有や、職員の巡回等により地域における保育保健

の向上への寄与が期待される。また、地域のネットワークづくりが必要。
意見②：病児・病後児の対応のために、保育士、看護師資格に加え、一定の研修が必要。

＜論点＞
論点①：施設の安定的な運営を確保する等の観点から補助方法の改善を検討する際には、例えば、利用のない日に

は、地域の保育所等へ感染症流行状況や感染症別の予防策等について情報提供したり、他の施設への巡回
を行ったりすることなどの機能を付加することについて、どう考えるか。

論点②：医療機関併設ではない施設での利用児童の病状急変時における医師への受診方法について、どう考えるか。
論点③：病児・病後児の対応のため、研修の今後の在り方について、どう考えるか。
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【対応方針】

6

現行制度 見直し（案）

○病児対応型

【設備基準】

・ 保育室及び児童の静養又は隔離の機能を持つ観察
室又は安静室を有すること等。

【基本分基準額】

１か所あたり年額 2,400千円

【加算分基準額】（年間延べ利用児童数により補助）

10人以上 50人未満 ・・・・・ 500千円

50人以上 200人未満 ・・・・ 2,500千円

～ （以下、200人刻みで単価を設定）

2,000人以上 ・・・・・・・・・・・・・・ 21,750千円 等

○病後児対応型

【設備基準】

・ 保育室及び児童の静養又は隔離の機能を持つ観察
室又は安静室を有すること等。

【基本分基準額】

１か所あたり年額 2,000千円

【加算分基準額】（年間延べ利用児童数により補助）

10人以上 50人未満 ・・・・・ 400千円

50人以上 200人未満 ・・・・ 2,200千円

～ （以下、200人刻みで単価を設定）

2,000人以上 ・・・・・・・・・・・・・・ 20,100千円 等

○ 現行と同様、定額の基本分と利用児童数に応じた加算分
の組み合わせにより補助を行うこととし、施設運営の安定化
等の観点から、特に基本分の機能の充実を図る方向で検討
する。

・ 設備基準等については、現行の基準を基本とする。

・ 基本分において、地域の保育所等への情報提供や巡回な
ど、地域全体の保育の質の向上につながる機能や研修につ
いても評価する。また、病後児保育について、稼働率の向上
のため、協力医療機関との連携を評価する。

・ 市町村において、病後児保育の利用調整やファミリー・サ
ポート・センター事業等を活用した医師への受診などの対応
のため、他事業も含めた地域ネットワークの構築に努めるこ
ととする。また、広域利用が適切に行われるよう各市町村で
協定を締結する等、調整に努めることとする。

・ 保育士及び看護師等の人件費等については、公定価格や
研究班の調査結果を踏まえ、設定する。

・ 研修については、研究班の調査及び研究結果等を勘案し、
具体的な内容を検討する。

・ 事業の開始に当たって隔離室等の改修を行う場合に支援を
行うこととする。



（２）体調不良児対応型
児童が保育中に微熱を出すなど「体調不良」となった場合において、安心かつ安全な体制を確保することで、保育所
における緊急的な対応を図る事業及び保育所に通所する児童に対して保健的な対応等を図る事業。

○人員配置基準
＜現行の規定＞

・ 看護師等を２名以上配置し、うち１名以上を体調不良児の看護を担当する看護師等とすること。ただし、延長保育２時
間以上実施又は夜間保育所等である場合には、看護師等１名以上の配置で事業実施が可能。
・ 預かる体調不良児の人数は、看護師等１名に対して２名程度とすること。

○補助方法
＜現行の規定＞
１か所あたり年額・・・・・・4,310千円

○その他
＜論点＞
実施施設（現行は保育所のみ）について、医務室が設けられている場合の認定こども園、事業所内保育での実施につ
いて、どう考えるか。
※保育所における看護師配置について、施設型給付等との関係の整理が必要。

【対応方針】
・ 現行の基準を基本とした上で、実施施設について、医務室が設けられている場合は認定こども園、事業所内保育、小
規模保育での実施も可能とする。なお、保育所における看護師配置については、公定価格との関係を踏まえて整理す
る。
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（３）訪問型

児童が「回復期に至らない場合」又は、「回復期」であり、かつ、集団保育が困難な期間において、当該児童の自宅にお
いて一時的に保育する事業。

○人員配置基準
＜現行の規定＞
・ 病児（病後児）の看護を担当する一定の研修を修了した看護師等、保育士、研修により市町村長が認めた者（以下、
「家庭的保育者」という。）のいずれか１名以上配置。
・ 預かる児童の人数は、上記職員１名に対して１名程度。

＜論点＞
病児・病後児の対応のため、研修の今後の在り方について、どう考えるか。（再掲）

○補助方法
＜現行の規定＞
１か所あたり年額・・・・・6,711千円

【対応方針 】
・ 事業実績が伸びていないが、担い手には高い専門性が必要であることから、現行の基準を基本としつつ、研修内容・
体制のあり方等について研究班の調査及び研究結果等を勘案し、今後、具体的に検討する。
・ 上記の人員配置基準のもとで、保護者の選択の幅を広げる工夫ができる方式についても市町村の判断により採用す
ることを可能とする。
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（１） 調査の実施

平成２５年度厚生労働科学研究費補助金において、「病児・病後児保育の実態把握と質向上に関する研究」に対して

補助を行っており、当該研究班において病児・病後児保育に関する実態調査を実施した。

（２） 調査の対象及び回収状況

＜調査対象＞

平成２４年度病児・病後児保育事業補助金交付施設等

（３） 調査方法及び調査期間

＜調査方法＞

上記調査対象施設に調査票を郵送し、同封の返信用封筒により研究班事務局に返送。

＜調査期間＞

調査票発送日：平成２５年７月１日 返信期限：平成２５年７月２６日

【参考】研究班の調査結果（概要）について
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発送数 回収数 無効数 有効回答率

箇所数 １，１４７ ７３８ ７ ６４％



（４） 調査項目

Ａ．基本情報 Ｂ．平成24年度実績 Ｃ．職員状況 Ｄ．平成24年度運営状況 Ｅ．その他
施設類型 延べ利用人数 職員配置 運営経費 研修
事業開始年 キャンセル数 業務内容 等 初期経費 地域連携
対象児童 年齢別利用状況 等 課題 等
設備状況
料金
開所日時
予約 等

計 ５区分 ３７問

（５）調査結果（未定稿）の概要

○施設類型の内訳
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全体数 病児対応型 病後児対応型

箇所数 割合（％） 箇所数 割合（％） 箇所数 割合（％）

合計 ７１７ （100.0） ３６２ （100.0） ３５５ （100.0）

診療所併設型 ２００ （27.9） １７２ （47.5） ２８ （7.9）

病院併設型 １６０ （22.3） １３２ （36.5） ２８ （7.9）

保育所併設型 ２８３ （39.5） ３３ （9.1） ２５０ （70.4）

単独型 ３７ （5.2） １５ （4.1） ２２ （6.2）

その他 ３７ （5.2） １０ （2.8） ２７ （7.6）

※割合は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しないものがある。



○平成２４年度における利用状況（中央値）

○１施設当たりのキャンセル率（平均値）

○平成２４年度における年齢別延べ利用児童数
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全体 病児対応型 病後児対応型

年間延べ利用児童数 ２６８人 ５７７人 ９０人

全体 病児対応型 病後児対応型

キャンセル率 ２４．９％ ２５．２％ ２４．６％

※１施設当たりのキャンセル率＝年間延べキャンセル数／（年間延べ利用児童数＋年間延べキャンセル数）

全体 病児対応型 病後児対応型

０歳 ２６，７４０人 １９，３１１人 ７，４２９人

１歳 ８６，７８９人 ６９，３９３人 １７，３９６人

２歳 ４８，１０８人 ３８，７５７人 ９，３５１人

３歳 ３３，６１６人 ２７，０７３人 ６，５４３人

４歳 ２７，４４５人 ２２，３３９人 ５，１０６人

５歳以上 ４３，１４１人 ３７，０５７人 ６，０８４人

合計 ２６５，８３９人 ２１３，９３０人 ５１，９０９人



○１施設当たりの稼働率（平均値）

○職員１名当たりの担当児童数（中央値）

○平成25年６月の職員１名当たりの担当児童数（中央値）

○常勤換算人員１人当たりの給与月額及び勤続年数（平均値）
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全体 病児対応型 病後児対応型

保育士 ２．０人 ２．０人 ２．０人

看護師等 ３．０人 ３．０人 ２．０人

全体 病児対応型 病後児対応型

稼働率 ３０．５％ ４５．０％ １６．０％

※１施設当たりの稼働率＝年間延べ利用児童数／（施設定員×年間開所日数）

保育士 看護師等

給与額 ２０．４万円 ２６．３万円

勤続年数 ４．９年 ５．５年

※平均給与＝給与総額／常勤換算人員

全体 病児対応型 病後児対応型

保育士 ２．７人 ２．０人 ３．０人

看護師等 ４．０人 ４．０人 ４．０人



○平成２４年度における運営収支状況（中央値）

○事業実施における課題
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課題 回答数 割合 課題 回答数 割合

当日の利用キャンセル ２８８ 40.2％ 看護師の確保 １１４ 15.9％

利用児童数の日々の変動 ３６０ 50.2％ 収支の問題 ２４８ 34.6％

ニーズが多く、利用を断ることが
多いこと

８７ 12.1％ 病児等を預かるリスク １４５ 20.2％

利用が少ないこと ２０２ 28.2％ 指導医に対する補助が少ないこと ５７ 7.9％

保育士の確保 １３７ 19.1％ その他 １１７ 16.3％

※全体数７１７箇所、複数回答可。

全体 病児対応型 病後児対応型

収支 △７３．４万円 △４７．２万円 △８７．５万円



◎子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）

第５９条 市町村は、内閣府令で定めるところにより、第６１条第１項に規定する市町村子ども・子育て支援事業計画に

従って、地域子ども・子育て支援事業として、次に掲げる事業を行うものとする。

十一 児童福祉法第６条の３第１３項に規定する病児保育事業

◎児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）

第６条の３

⑬ この法律で、病児保育事業とは、保育を必要とする乳児・幼児又は保護者の労働若しくは疾病その他の事由によ

り家庭において保育を受けることが困難となった小学校に就学している児童であって、疾病にかかっているものに

ついて、保育所、認定こども園、病院、診療所その他厚生労働省令で定める施設において、保育を行う事業をいう。
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多様な主体の参入促進事業について

平成２６年１月２４日



○検討の趣旨

「待機児童解消加速化プラン」に基づく保育の受け皿の確保や、新制度において住民ニーズに沿った多様な

サービスの提供を進めていく中で、民間事業者の参入促進、多様な事業者の能力活用といった観点から効果が

高いと考えられる事業について検討する。

【参考】

◎子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）

第５９条 市町村は、内閣府令で定めるところにより、第６１条第１項に規定する市町村子ども・子育て支援事業計画に

従って、地域子ども・子育て支援事業として、次に掲げる事業を行うものとする。

四 特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究その他多様な事業者の能力を活用し

た特定教育・保育施設等の設置又は運営を促進するための事業

１．多様な主体の参入促進の検討に当たって
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＜検討の視点＞

○ 待機児童解消加速化プランによる保育の受け皿拡大や子ども・子育て支援新制度の円滑な施行のためには、多様
な事業者の能力を活用しながら、保育所、小規模保育などの設置を促進していくことが必要。

○ 一方で、新たに開設された施設や事業が安定的かつ継続的な事業運営の軌道に乗り、保護者や地域住民との信頼
関係を構築していくには、一定の時間が必要。

○ 地域ニーズに即した保育等の事業拡大を進めるため、保育所、小規模保育等の新規施設事業者が円滑に事業を実
施できるよう、各市町村としてどのような支援を行うことが考えられるか。

【対応方針】

○ 平成２６年度においては、市町村が非常勤職員等による支援チームを設け、新規施設等に対する実地支援、相談・
助言、小規模保育事業等の連携施設のあっせん等を行う事業を新制度の前倒しとして実施する。

※ 小規模保育事業等の連携施設に係る経過措置の１形態として、市町村の支援チームが小規模保育施設等を
巡回支援することも含む。

○ また、設置主体によっては、特別な支援が必要な子どもを受け入れる場合などに、子どもの安全確保の観点から、
本事業を活用することについても引き続き検討していく。

２．検討の視点
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